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○はじめに 

地方公会計制度とは 

 地方公共団体の会計方式（単式簿記・現金主義）は現金の収入・支出という事実に着目して整

理されており、客観性と予算の適正・確実な執行の管理という面において優れていますが、土地

や建物、借入金などの資産や負債のストック情報が蓄積されず、また、年度毎の実質的なコスト

の把握が困難であるといった課題がありました。 

 そこで、「地方公会計制度」として、民間企業の会計方式（複式簿記・発生主義）の考え方を地

方公共団体にも採用する取組みが進められ、この制度により作成された財務書類は、現金主義会

計では把握が困難であったストック情報・コスト情報を備えており、かつ、これらの情報を総体

的・一覧的に把握することができます。 

「統一的な基準」への対応について 

 従来の「総務省方式改訂モデル」では、複式簿記・固定資産台帳の整備が必須でないこと、複

数の財務書類作成方式が混在していることなど、地方公共団体間の比較が困難である点等が課題

となっていました。 

 こうした課題に対応するため、平成 26 年度に国から新たな作成基準である「統一的な基準」へ

の移行が要請されました。この移行によって、複式簿記の導入・固定資産台帳の整備が必須とな

り、また、全国で同一の基準に基づいて財務書類を作成することとなったため、地方公共団体同

士の財務状況がより比較しやすくなります。 

 鳥取市においても、この要請に基づき平成 28年度決算分から「統一的な基準」に基づく財務書

類を作成し、公表しています。 
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１．財務書類の作成範囲及び作成基準について 

○財務書類の作成範囲 

平成 29 年度における財務書類は、「一般会計等」と公営事業会計などの特別会計や公営企業会

計を合わせた「全体会計」、鳥取市が関係する関連団体を含めた「連結会計」になります。 

以後の分析では、「一般会計等」の財務書類に焦点を当てています。 

○作成基準 

 作成基準日については平成 30 年 3 月 31 日です。 

 出納整理期間（平成 30 年 4 月 1 日から 5 月 31 日まで）の入出金については作成基準日までに

終了したものとして処理しています。 

・公設地方卸売市場事業費特別会計

・駐車場事業費特別会計

・国民健康保険費特別会計（事業勘定）

・国民健康保険費特別会計（直診勘定）

・介護保険費特別会計

・温泉事業費特別会計

・観光施設運営事業費特別会計

・介護老人保健施設事業費特別会計

・後期高齢者医療費特別会計

・電気事業費特別会計

・鳥取市水道事業

・鳥取市工業用水道事業

・鳥取市病院事業

・鳥取市下水道等事業

・一般会計

・土地区画整理費特別会計

・高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計

・障害者住宅整備資金貸付事業費特別会計

・住宅新築資金等貸付事業費特別会計

・土地取得費特別会計

・墓苑事業費特別会計

一般会計等

全体会計

連結会計

・鳥取市土地開発公社

・（公財）鳥取市環境事業公社

・（公財）鳥取市公園・スポーツ施設協会

・（公財）鳥取市人権情報センター

・（公財）鳥取市教育福祉振興会

・（公財）鳥取市文化財団

・（財）鳥取開発公社

・（株）鳥取鮮魚卸売市場

・（公財）鳥取童謡・おもちゃ館

・（財）鳥取県東部環境管理公社

・（一財）鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター

・（一財）鳥取市農業公社

・（一財）用瀬町ふるさと振興事業団

・（株）さじ弐拾壱

・（有）かみんぐさじ

・（株）ふるさと鹿野

・鳥取県東部広域行政管理組合

・鳥取県後期高齢者医療広域連合

・公立大学法人鳥取環境大学
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２．財務書類について 

①貸借対照表 

○貸借対照表（BS：Balance Sheet）とは 

 貸借対照表とは、年度末時点で鳥取市が所有する「資産」・「負債」・「純資産」の残高を示し、

本市の財政状態を示すものです。 

資産の部は、資金や金融資産と将来世代に引き継ぐ社会資本の金額を示すものです。また、資

本の運用形態を表すものとなります。 

負債の部は、将来世代が負担しなければならない金額を示しており、純資産の部は、これまで

の世代が負担した金額を示しています。また、負債の部と純資産の部は資本の調達源泉を表すも

のとなります。 

 鳥取市の一般会計等においては、平成 29 年度末時点で資産額が 2,823 億円、負債額が 1,149 億

円であり、資産のうち約 4 割が将来世代への負担で形成されています。純資産額は 1,674 億円で

あり、資産のうち約 6割が現世代の負担で形成されています。 

負債の部

純資産の部

資産の部

貸借対照表

調達源泉運用形態
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○平成 29年度貸借対照表（一般会計等） 
【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 274,389,170   固定負債 104,744,402

    有形固定資産 245,457,381     地方債 92,318,480

      事業用資産 136,878,882     長期未払金 576,816

        土地 55,013,300     退職手当引当金 9,931,385

        立木竹 2,166,232     損失補償等引当金 1,915,226

        建物 171,879,323     その他 2,495

        建物減価償却累計額 ▲ 101,316,395   流動負債 10,158,612

        工作物 14,743,857     １年内償還予定地方債 8,959,948

        工作物減価償却累計額 ▲ 10,349,087     未払金 117,881

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 776,377

        航空機 -     預り金 295,298

        航空機減価償却累計額 -     その他 9,108

        その他 - 負債合計 114,903,014

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,741,652   固定資産等形成分 279,153,932

      インフラ資産 108,063,994   余剰分（不足分） ▲ 111,754,855

        土地 30,542,972

        建物 1,173,137

        建物減価償却累計額 ▲ 673,278

        工作物 124,066,927

        工作物減価償却累計額 ▲ 47,494,331

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 448,567

      物品 4,331,013

      物品減価償却累計額 ▲ 3,816,508

    無形固定資産 98,586

      ソフトウェア 98,586

      その他 -

    投資その他の資産 28,833,203

      投資及び出資金 12,569,685

        有価証券 330,517

        出資金 12,239,168

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 1,789,953

      長期貸付金 3,334,388

      基金 11,339,539

        減債基金 -

        その他 11,339,539

      その他 882

      徴収不能引当金 ▲ 201,244

  流動資産 7,912,921

    現金預金 2,432,537

    未収金 451,136

    短期貸付金 353,267

    基金 4,411,495

      財政調整基金 3,412,150

      減債基金 999,345

    棚卸資産 373,107

    その他 1,004

    徴収不能引当金 ▲ 109,625 純資産合計 167,399,077

資産合計 282,302,091 負債及び純資産合計 282,302,091

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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②行政コスト計算書 

○行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）とは 

 行政コスト計算書とは、1 年間の行政活動で、福祉サービスや職員の人件費など、資産形成に

繋がらない行政サービスに費やしたコストと公共施設等の使用料や手数料等の収益を示すもので

す。「経常費用」・「経常収益」・「臨時損失」・「臨時利益」の区分で表示されます。 

 「経常費用」・「経常収益」は、毎会計年度経常的に発生する費用及び収益を表します。「経常費

用」・「経常収益」の差額が「純経常行政コスト」として表示されます。 

「臨時損失」・「臨時利益」は、費用・収益の定義に該当するもののうち、臨時的に発生する費

用・収益を表します。主に資産除売却損益が該当します。上記の「純経常行政コスト」に「臨時

損失」・「臨時利益」を加減算したものが「純行政コスト」として表示されます。 

 鳥取市の一般会計等においては、平成 29 年度の純経常行政コスト（自治体を 1年間運営する経

常的なコスト）が 743 億円であり、また、資産の解体費用や除売却等の臨時的な経費が 26 億円で

あり、1年間の純粋なコストである純行政コストは 769 億円となっています。 

経常収益

純経常行政コスト

臨時損益

臨時利益

経常費用

臨時損失

行政コスト計算書

純行政コスト
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○平成 29年度行政コスト計算書（一般会計等） 

【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 11,747

純行政コスト 76,916,402

    その他 13,135

  臨時利益 29,024

    資産売却益 17,277

    資産除売却損 343,049

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 1,915,226

純経常行政コスト 74,289,630

  臨時損失 2,655,796

    災害復旧事業費 384,386

  経常収益 3,127,202

    使用料及び手数料 1,666,693

    その他 1,460,509

      社会保障給付 10,124,651

      他会計への繰出金 11,025,382

      その他 163,783

        その他 578,652

    移転費用 39,060,249

      補助金等 17,746,433

      その他の業務費用 1,588,755

        支払利息 861,666

        徴収不能引当金繰入額 148,437

        維持補修費 1,675,951

        減価償却費 6,893,642

        その他 -

        その他 1,581,486

      物件費等 24,354,259

        物件費 15,784,666

        職員給与費 9,294,133

        賞与等引当金繰入額 776,377

        退職手当引当金繰入額 761,573

  経常費用 77,416,832

    業務費用 38,356,583

      人件費 12,413,569

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額
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③純資産変動計算書 

○純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）とは 

 純資産変動計算書とは、貸借対照表のうち、「純資産」の部に計上されている数値が 1年間でど

のように変動（増減）したかを示すものです。「本年度差額」と「固定資産等の変動（内部変動）」、

「その他」の区分で表示されます。 

「本年度差額」は、「純行政コスト」と「財源」により構成されます。「純行政コスト」は、前

述の行政コスト計算書の数値と一致します。「財源」は、地方税、地方交付税等の「税収等」と国

や県からの補助金である「国県等補助金」で構成されます。 

「固定資産等の変動（内部変動）」は、「有形固定資産等の増加」、「有形固定資産等の減少」、

「貸付金・基金等の増加」及び「貸付金・基金等の減少」に分類され、その内訳は固定資産等形

成分と余剰分（不足分）であり、必ず正負が逆になります。 

「有形固定資産等の増加」は、有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額

または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出（または支出が確定）した金額を表示

します。 

「有形固定資産等の減少」は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却

による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収入（元本分）、除却相当額及び自己

金融効果を伴う減価償却費相当額を表示します。 

「貸付金・基金等の増加」は、貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸

付金・基金等のために支出した金額を表示します。 

「貸付金・基金等の減少」は、貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償

還収入及び基金の取崩収入相当額等を表示します。 

「その他」は「資産評価差額」、「無償所管換等」、「その他」に分類されます。 

 「資産評価差額」は、その他有価証券の評価差額金を表示します。 

 「無償所管換等」は、固定資産の寄附入、寄附出、調査判明等の増減額を表示します。 

 「その他」は、上記以外の固定資産等形成分と余剰分（不足分）の増減額等を表示します。 

鳥取市の一般会計等においては、純行政コストから財源を差引いた平成 29年度の本年度差額が

▲37億円であり、税収等や国県等補助金の財源が 1年間のコストより少なかったことを表してい

ます。また、固定資産の寄附等による無償所管換等を加えた本年度純資産変動額は▲38億円であ

り、純資産額が前年度に比べ減少していることを表しています。 
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○平成 29年度純資産変動計算書（一般会計等） 

【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 171,174,246 276,887,580 ▲ 105,713,334

  純行政コスト（△） ▲ 76,916,402 ▲ 76,916,402

  財源 73,261,684 73,261,684

    税収等 52,678,170 52,678,170

    国県等補助金 20,583,514 20,583,514

  本年度差額 ▲ 3,654,718 ▲ 3,654,718

  固定資産等の変動（内部変動） 2,386,803 ▲ 2,386,803

    有形固定資産等の増加 9,505,956 ▲ 9,505,956

    有形固定資産等の減少 ▲ 7,344,905 7,344,905

    貸付金・基金等の増加 13,290,753 ▲ 13,290,753

    貸付金・基金等の減少 ▲ 13,065,001 13,065,001

  資産評価差額 ▲ 986 ▲ 986

  無償所管換等 ▲ 159,331 ▲ 159,331

  その他 39,866 39,866 -

  本年度純資産変動額 ▲ 3,775,169 2,266,352 ▲ 6,041,521

本年度末純資産残高 167,399,077 279,153,932 ▲ 111,754,855

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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④資金収支計算書 

○資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）とは 

 資金収支計算書とは、1年間の資金の流れを示すもので、性質に区分して、収入と支出を示し、

どのような活動に資金が使われたかを示します。「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収

支」の区分で表示されます。 

「業務活動収支」は、税収等、使用料及び手数料の収入や、人件費、物件費等の支出等の投資

活動・財務活動以外の現金の収入及び支出を表します。 

「投資活動収支」は、固定資産の取得、基金の積み立てによる支出や固定資産の売却、基金の

取崩による収入等の投資的な活動における現金の収入及び支出を表します。 

「財務活動収支」は、地方債の借り入れによる収入や地方債の償還による支出等の財務的な活

動における現金の収入及び支出を表します。 

鳥取市の一般会計等においては、平成 29 年度の業務活動収支が 29 億円、投資活動収支が 

▲66 億円、財務活動収支が 44 億円であり、投資活動収支が業務活動収支より多く、その差額の

財源とするため、財務活動として地方債の借り入れ等を行っています。 

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支
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○平成 29年度資金収支計算書（一般会計等） 

【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 273,302

本年度歳計外現金増減額 21,995

本年度末歳計外現金残高 295,297

本年度末現金預金残高 2,432,537

    その他の収入 -

財務活動収支 4,409,353

本年度資金収支額 719,628

前年度末資金残高 1,417,612

本年度末資金残高 2,137,240

  財務活動支出 9,296,110

    地方債償還支出 9,205,814

    その他の支出 90,296

  財務活動収入 13,705,463

    地方債発行収入 13,705,463

    貸付金元金回収収入 8,888,606

    資産売却収入 178,356

    その他の収入 229,764

投資活動収支 ▲ 6,585,860

【財務活動収支】

    貸付金支出 10,364,859

    その他の支出 -

  投資活動収入 14,263,563

    国県等補助金収入 2,378,778

    基金取崩収入 2,588,059

【投資活動収支】

  投資活動支出 20,849,423

    公共施設等整備費支出 9,059,530

    基金積立金支出 658,192

    投資及び出資金支出 766,842

  臨時支出 384,386

    災害復旧事業費支出 384,386

    その他の支出 -

  臨時収入 41,533

業務活動収支 2,896,135

  業務収入 73,572,236

    税収等収入 52,387,717

    国県等補助金収入 18,163,203

    使用料及び手数料収入 1,670,404

    その他の収入 1,350,912

    移転費用支出 39,060,249

      補助金等支出 17,746,433

      社会保障給付支出 10,124,651

      他会計への繰出支出 11,025,382

      その他の支出 163,783

    業務費用支出 31,272,999

      人件費支出 12,454,495

      物件費等支出 17,513,452

      支払利息支出 861,666

      その他の支出 443,386

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 70,333,248
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３．財務分析について 

①資産形成度 

住民一人当たり資産額は 18 千円増加しています。資産総額が前年と比較して 30億円増加して

いることが主な要因であり、この資産総額の増加は公共施設の整備によるものです。 

また、歳入額対資産比率は 0.1年減少し、資産老朽化比率は 1.2 ポイント増加しています。歳

入総額は前年度と比較して 65億円増加していますが、資産老朽化の進行（減価償却累計額の増加

68 億円）が上回ったため、歳入額対資産比率が減少しています。 

②世代間公平性 

純資産比率は 2.0 ポイント減少し、将来世代の負担する割合が増加しており、このことは、社

会資本等形成の世代間負担比率が 1.5 ポイント増加していることからも読み取ることができます。

これは、地方債の発行による大規模な公共施設の整備を行ったことによるものです。 

③持続可能性 

住民一人当たり負債額は 9千円増加し、基礎的財政収支も悪化しています。業務活動収支は黒

字を維持しおり、鳥取市が提供する通常の行政サービスに係る収支は問題ありませんが、投資活

動収支は前年度と比べて 10 億円赤字が増加しているため、住民一人当たり負債額が増加していま

す。 

④効率性 

住民一人当たり行政コストは 7千円増加しています。行政サービスの提供に係る費用の総額で

ある純行政コストは前年度と比較すると 36億円増加しており、減少傾向にある人口と合わせて、

住民一人当たり行政コストに影響が表れています。 

⑤自律性 

受益者負担の割合は 0.2 ポイント増加しています。この指標は人口別・地域別の相違が少なく、

4.0％から 7.0％の間で推移し、鳥取市も同様の水準となっています。 

前年度と比較しても大きな変化はありませんが、この指標が平均値と大きく乖離する場合は、

それぞれの使用料及び手数料の見直し等を検討する必要があります。 

会計：一般会計等 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度

住民一人当たり資産額 1,469 1,487 18

歳入額対資産比率 2.88年 2.78年 ▲0.1年

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 50.6％ 51.8％ 1.2

純資産比率 61.3％ 59.3％ ▲ 2.0

社会資本等形成の世代間負担比率 
（将来世代負担比率）

39.7％ 41.2％ 1.5

住民一人当たり負債額 596 605 9

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 63,644 ▲ 2,828,059 ▲ 2,891,703

 ④効率性 住民一人当たり行政コスト 384 391 7

 ⑤自律性 受益者負担の割合 3.8％ 4.0％ 0.2

実質公債費比率 11.4％ 11.2％ ▲ 0.2

将来負担比率 72.1％ 68.7％ ▲ 3.4

 健全化判断比率
  （参考値）

 ③持続可能性

前年比

指標一覧

指標

 ①資産形成度

 ②世代間公平性
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４．一般会計等財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産及び無形固定資産の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としています。

また、開始後については原則として取得原価とし、再調達は行わないこととしています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的以外の有価証券のうち、市場価格のあるもの ・・・ 会計年度末における市場価格

②満期保有目的以外の有価証券のうち、市場価格のないもの ・・・ 取得原価

③出資金のうち、市場価格のないもの ・・・・・・・・・・・・・ 出資金額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により有価証券又は出資金の価値が

著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

  移動平均法による低価法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

  ①有形固定資産（リース資産を除きます。） ・・・ 定額法

②無形固定資産（リース資産を除きます。） ・・・ 定額法

  ③リース資産 ア 所有権移転ファイナンス・リース

       ・・・ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

         イ 所有権移転外ファイナンス・リース

           ・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法

（５）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

   未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。

②退職給付引当金

地方公共団体の財政の健全化に関する法律における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に

より計上しています。

③損失補償等引当金

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における設立法人の負債額に係る負担見込額算定方法

により計上しています。

④賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています（少額又は取引期間が短期のリース資

産については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています）。

②オペレーティング・リース取引

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
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（７）資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（鳥取市資金管理規程で規定する資金）を資金の範

囲としています。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が１００万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産と

して計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

  ②資本的支出と修繕費の区分基準

   資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が１００万円未満であるとき、又は固定資産の取

得価格等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

２ 重要な後発事象

（１）重大な災害等の発生

平成３０年７月５日から７月７日にかけて発生した平成３０年７月豪雨及び平成３０年９月３０日

から１０月１日にかけて発生した台風２４号等により、市道、河川、公園、林道、農地及び農業用施設

等が被災し、臨時損失として復旧等に要する費用が発生することが見込まれています。

  ①平成３０年７月豪雨 ９６０，０７９千円

  ②台風２４号等    ８８５，９９７千円

３ 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

  他の団体の金融機関等からの借入債務等に対し、補償を行っています。

                                       （単位：千円）

団体名 確定債務額

履行すべき額が確定していない

損失補償債務等
総額

損失補償等引当金

計上額

貸借対照表

未計上額

鳥取市土地開発公社 － １，６６０，４２９ ６，０１１，６８２ ７，６７２，１１１

４ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理費特別会計

高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費特別会計

住宅新築資金等貸付事業費特別会計

土地取得費特別会計

墓苑事業費特別会計
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 ②一般会計等の対象範囲のうち、土地区画整理費特別会計の公債費以外については、普通会計の対象

範囲には含まれていません。

  ③地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

④千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は次のとおりです。

 実質赤字比率    －

 連結実質赤字比率   －

 実質公債費比率   １１．２％

 将来負担比率    ６８．７％

⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額は、２５０，５０１千円となっています。

⑦繰越事業に係る将来の支出予定額は、３，６９６，５２２千円となっています。

（２）貸借対照表に係る事項

  ①基金借入金（繰替運用）の内容

  歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、歳計現金への繰替運用を行っています。

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

  将来負担額       １６６，８６７，７７９千円

   充当可能財源等     １３８，６９０，１８５千円

   標準財政規模       ５０，２１１，５２３千円

   算入公債費等の額      ９，２５３，２１６千円

（３）純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

  ①固定資産形成分

   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

  ②余剰分（不足分）

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（４）資金収支計算書に係る事項

  ①一時借入金

   資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。

   なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

    一時借入金の限度額   ２０，０００，０００千円

    一時借入金に係る利子額      ７，０５７千円
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５.勘定科目解説

●貸借対照表
勘定科目 内容説明

【資産の部】

固定資産 土地や建物などで1年を超えて利用する資産

有形固定資産 固定資産のうち目に見える資産

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

　 土地 庁舎、福祉施設、教育施設などの土地

　 立木竹 地面から生えている立木と立竹

　 建物 庁舎、福祉施設、教育施設など

　 工作物 プール、テニスコート、ごみ処理施設など

　 船舶 水上を航行する乗り物

　 浮標等 浮標、浮桟橋、（船舶の修理の）浮きドック

　 航空機 人が乗って航空の用に供することのできる資産

　 その他 事業用資産のうち勘定科目に該当がない資産

　 建設仮勘定 建設中の事業用資産に支出した金額

　インフラ資産 道路、河川、港湾、公園、防災（消防施設を除く）、上下水道施設に限定される

　 土地 インフラ資産とされた施設などの底地

　 建物 インフラ資産とされた施設などの建物

　 工作物 道路、公園、護岸工事、橋りょう、上下水道など

   その他 上記外のインフラ資産

　 建設仮勘定 建設中のインフラ資産に支出した金額

　物品 車両、物品、美術品

無形固定資産 物的な存在形態をもたない資産、地上権、著作権、特許権など

　ソフトウェア 研究開発費に該当しないソフトウェア製作費

　その他 ソフトウェアを除く無形固定資産

投資その他の資産
投資及び出資金、投資損失引当金、長期延滞債権、長期貸付金、基金、徴収不能引当
金など

投資及び出資金 有価証券、出資金など

有価証券 株券、公債証券などの債券など

  出資金 公有財産として管理されている出資など

　その他 有価証券、出資金を除く投資及び出資金

投資損失引当金 投資及び出資金の実質価額が著しく低下した場合に計上する引当金

長期延滞債権
滞納繰越調定収入未済分（債権としての金額が確定していて、入金となっていないも
の）

長期貸付金 貸付金のうち流動資産に区分されるもの以外

基金 流動資産に区分される基金以外の基金

減債基金 地方債の償還のための積立金で、流動資産に区分されるもの以外

　その他 減債基金及び財政調整基金以外の基金

徴収不能引当金 投資その他の資産のうち、徴収不能実績率などにより算定した引当金

流動資産 資産のうち、通常1年以内に現金化、費用化できるもの

現金預金 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

未収金 現年度に調定し現年度に収入未済のもの

短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

基金 財政調整基金及び減債基金のうち流動資産に区分されるもの

財政調整基金 財政の健全な運営のための積立金

　減債基金 地方債の償還のための積立金

棚卸資産 売却を目的として保有している資産

その他 上記及び徴収不納引当金以外の流動資産

徴収不能引当金 未収金等のうち回収の見込みがないと見積もった金額

【負債の部】

固定負債 支払期限が1年を超えて到来する負債

地方債等 地方債のうち償還予定が1年超のもの

長期未払金
債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区
分されるもの以外のもの

退職手当引当金
年度末に全職員が自己都合で退職した場合に支払うべき金額から、外部に積み立てて
いる金額を差し引いた金額

損失補償等引当金
第三セクター等の債務のうち、将来自治体の負担となる可能性があると見積もった金
額

その他 上記以外の固定負債

流動負債 支払期限が1年以内に到来する金額

1年内償還予定地方債等 地方債のうち、翌年度償還を予定しているもの

未払金 支払義務が確定している金額

未払費用 支払義務が到来していないが、既に提供された役務に対して未払いの金額
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勘定科目 内容説明

前受金 代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていない金額

前受収益 未だ提供していない役務に対して支払いを受けている金額

賞与等引当金 翌年度支払いが予定されている賞与等のうち、当年度負担分の金額

預り金 第三者からの預り金

その他 上記以外の流動負債

【純資産の部】

固定資産等形成分
資産形成のために充当した資源の蓄積、自治体が調達した資源を充当して資産形成を
行った場合で、その資産の残高（減価償却累計額の控除後）

余剰分（不足分） 自治体の消費可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有

●行政コスト計算書

勘定科目 内容説明

経常費用 毎会計年度、経常的に発生する費用

　業務費用 人件費、物件費等、その他の業務費用

　　人件費 職員給料などの人にかかる費用

　　　職員給与費 職員などに対しての勤労の対価や報酬として支払われる費用

　　　賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額

　　　退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該年度発生額

　　　その他 上記外の人件費

　　物件費等 物件費、維持補償費、減価償却費など

　   物件費 職員旅費、委託料、消耗品費など

　　　維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費など

　　　減価償却費 使用や時間の経過に伴う資産の価値減少額

　　　その他 上記以外の物件費等

　　その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額など

　　　支払利息 地方債等にかかる利息負担金額

　　　徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該年度発生額

　　　その他 上記以外の業務費用

　　移転費用 経常的に発生する非対価性の支出

　　　補助金等 政策目的による補助金など

　　　社会保障給付 社会保障給付としての扶助費など

　　　他会計への繰出金 他会計への繰出金

　　　その他 上記以外の移転費用

　経常収益 毎会計年度、経常的に発生する収益

　　使用料及び手数料 使用料、手数料の形で徴収する金銭

　　その他 上記以外の経常収益

純経常行政コスト 毎会計年度、経常的に発生する行政コスト（経常収益－経常費用）

　臨時損失 臨時に発生する費用

　　災害復旧事業費 災害復旧にかかる費用

　　資産除売却損 資産を売却して損失が発生した場合の金額

　　投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該年度発生額

　　損失補償等引当金繰入額 損失補償費引当金の当該年度発生額

　　その他 上記以外の臨時損失

臨時利益 臨時に発生する利益

　資産売却益 資産を売却した際に、売却額が帳簿価格を上回る金額

　その他 上記以外の臨時収益

純行政コスト 純経常行政コスト＋臨時損失－臨時収益

●純資産変動計算書

勘定科目 内容説明

前年度末純資産残高 前年度末の純資産の残高

　純行政コスト（△） 行政コスト計算書で計算された費用に関する財源措置

　財源 純資産の財源をどのように調達したかの分類

　　税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税など

　　国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など

　本年度差額 前年度純資産残高－純行政コスト＋財源

　固定資産等の変動（内部変動） 有形固定資産等の増加や減少、貸付金・基金等の増加や減少を再掲

　　有形固定資産等の増加
有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有形固定資産及
び無形固定資産の形成のために支出した金額

有形固定資産等の減少
有形固定資産及び無形固定資産減価償却費相当額及び除売却による減少額、または有
形固定資産及び無形固定資産の売却収入（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を
伴う減価償却相当額
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勘定科目 内容説明

　　貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のために
支出した金額

　　貸付金・基金等の減少
貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の取崩
収入相当額

　資産評価差額 有価証券等の評価差額

　無償所管換等 無償で譲渡、または取得した固定資産の評価額

　その他 上記以外の純資産及びその他内部構成の変動

　本年度純資産変動額 「本年度差額」「資産評価額」「無償所管換等」「その他」を増減した金額

本年度末純資産残高 「前年度末純資産残高」に「本年度純資産変動額」を増減した金額

●資金収支計算書

勘定科目 内容説明

業務支出 自治体の運営上、毎年度経常的に支出されるもの

　　業務費用支出 人件費、物件費、支払利息などの支出

　　　人件費支出 議員報酬、職員給料、退職金などの支出

　　　物件費等支出 物品購入費、維持修繕費、業務費などの支出

　　　支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出

　　　その他の支出 上記以外の業務費用支出

　移転費用支出 経常的に発生する非対価性の支出

　　　補助金等支出 各種団体への補助金等に係る支出

　　　社会保障給付支出 生活保護費などの社会的給付に係る支出

　　　他会計への繰出支出 他の会計への繰出に係る支出

　　　その他の支出 上記以外の移転支出

業務収入 市政運営上、毎年度経常的に収入されるもの

　　税収等収入 住民税や固定資産税などの収入

　　国県等補助金収入 国県等からの補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入

　　使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入

　　その他の収入 上記以外の業務収入

臨時支出 災害復旧事業費などの支出

　　災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出

　　その他の支出 災害復旧事業費以外の臨時支出

臨時収入 臨時にあった収入

業務活動収支 （「業務収入」－「業務支出」）＋（「臨時収入」－「臨時支出」）

　【投資活動収支】

　　投資活動支出 投資活動に係る支出

　　　公共施設等整備費支出 有形固定資産等形成に係る支出

　　　基金積立金支出 基金積立金に係る支出

　　　投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出

　　　貸付金支出 貸付金に係る支出

　　　その他の支出 上記以外の投資活動支出

　　投資活動収入 投資活動に係る収入

国県等補助金収入 国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入

　　　　基金取崩収入 基金取崩による収入

　　　　貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入

　　　　資産売却収入 資産売却による収入

　　　　その他の収入 上記以外の投資活動収入

投資活動収支 「投資活動収入」－「投資活動支出」

　【財務活動収支】

　財務活動支出 地方債償還に係る支出など

　　地方債等償還支出 地方債に係る元本償還の支出

　　その他の支出 地方債償還支出以外の財務活動支出

　財務活動収入 地方債発行による収入など

　　地方債等発行収入 地方債発行による収入

　　その他の収入 地方債発行収入以外の財務活動収入

財務活動収支 「財務活動収入」－「財務活動支出」

本年度資金収支額 「業務活動収支」＋「投資活動収支」＋「財務活動収支」

前年度末資金残高 前年度末の資金残高

本年度末資金残高 「前年度末資金残高」＋「本年度資金収支額」

前年度末歳計外現金残高 前年度の歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金の増減額

本年度歳計外現金残高 「前年度歳計外現金残高」＋「本年度歳計外現金増減額」

本年度現預金残高 「本年度資金残高」＋「本年度歳計外現金残高」
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